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仮の10％ではなく、どのくらいまで大丈夫なのか

メーカー等に聞き、余熱利用設備を決めていくべ

きではないか。 

現在の施設規模200ｔ/日だと20％以上ある。 

別紙資料（資料2-4） 

プラントメーカー数社に再度、聴き取りを

行ったところ、10～15％未満が最も実績が

多い区分であった。 
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 余熱利用計画２ 

 

１．熱利用用途と必要熱量（参考） 

 熱利用の用途としては、融雪のほかでは給湯や冷暖房によるものが多い。参考までに交付要
件を下限として、エネルギー回収率 10％~30％（30％は他事例のおおよその最⼤値）で、どの
程度の利用が可能か用途別に試算を行った。 
 
①施設規模    ：  43 t/日（≒1,792 kg/h） 
②基準ごみの低位発熱量：9,290 kJ/kg（プラスチック製品分除外後の想定） 
③ごみの焼却熱量（基準ごみ時、１時間）＝施設規模（１時間あたり）×低位発熱量 

＝1,792 kg/h×9,290 kJ/kg≒16,650,000 kJ/ｈ 
④エネルギー回収量＝③×10％~30％＝16,650,000 kJ/h×10％~30％ 
           ≒1,665,000 kJ/ｈ〜4,995,000kJ/ｈ（1,665MJ/ｈ~4,995MJ/ｈ） 

 
 構内道路の融雪（ロードヒーティング）に必要な熱量は、設計要領では、1,000 ㎡あたり
1,300MJ/h とされており、温浴施設分 460 MJ/h を除くと、残りは 1,205~4,535MJ/ｈとな
ります。この熱量をロードヒーティングに利用すると、おおよそ 930ｍ2~3,500ｍ2 に敷設
が可能と見込まれる。 
 

 

表 各設備の必要熱量 
設備名称 必要熱量（MJ/ｈ） 

構内道路の融雪（約 1,000 ㎡） 1,300 

工場・管理棟給湯（10㎥/8h） 290 

工場・管理棟暖房（延床面積 1,200 ㎡） 800 

工場・管理棟冷房（延床面積 1,200 ㎡） 1,000 

温浴施設（16㎥/8h） 収容人数 60 名 460 

農業施設（約 1,000 ㎡） 1,300 

温水プール 25m 一般用・子供用併設 2,100 

※ただし、施設の条件により異なる場合がある。 

※必要熱量：ごみ処理施設整備の計画・設計要領 2017 改訂版（公社）全国都市清掃会議より 
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表 ごみ焼却施設における熱回収率実績一覧表（平成 20 年度以降竣工：発電なし） 
整理番号 熱回収率（％） 備考（補足説明等） 

１ 25.4  
２ 21.4  
３ 11.1  
４ 7.0  
５ 11.4  
６ 10.5 場内給湯 
７ 13.4 温水発電 
８ 10.7 場内給湯 
９ 30.9  
10 16.7  
11 16.8  
12 10.4  
13 11.6  
14 16.2  
15 9.2  
16 10.0 場内給湯 
17 10.42 場内給湯 
18 18.0  
19 4.8  
20 28.8  

21 10.6 
場内給湯 

場内冷暖房 
22 7.9  

23 10.4 
場内給湯、場内冷暖房、 

ロードヒーティング 
24 10.1  
25 10.1 場内給湯 

※施設規模や自治体名については、見積参加業者名が明らかになってしまうこ
とから、非表示としている。 
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図 ごみ焼却施設（発電なし）における熱回収率の実績分布（25 件：設計値） 

 
 
２．ロードヒーティングの想定範囲 

 別図に配置計画図上の収集車両動線に前述の熱回収率に応じたロードヒーティングの想定範
囲を示す。熱回収率が 10％であれば入口から計量機あたりまで、30％であればごみ焼却施
設、リサイクル施設それぞれの出入口までの範囲をロードヒーティングできるものと想定され
る。 
 

３．今後の方向性 

 冬季の運営を考慮した場合、熱回収率を 30％まで高めれば構内道路の収集車搬入・搬出経
路をほぼ網羅できる融雪が行えると考えられるが、実績上、同程度の熱回収率を達成できてい
るものは非常に少ない。また、ごみ量が今後減少していくこと、ごみ質の変動、１炉運転など
を考慮した場合、実績上の最⼤想定での設計は、将来的に灯油燃焼による熱量確保を要するな
ど問題が起きる可能性があることから、バランスを考えて設定することが望ましいと考える。 

最も実績が多い区分は「10％以上~15％未満：13 件」となっており、今後のごみ量減少によ
る効率の低下や⻑期の運営を考慮すると、この範囲で積極的な余熱利用を検討することが現実
的と考えられる。 

今後の⽅針として、入札時に⺠間事業者に対して熱回収率を 15％により近づける技術提案
を求めつつ、⻑期運営に⽀障がなく、かつ、過度なコストも必要としないものを求めていくも
のとする。その熱回収率に応じて、ロードヒーティング、温浴施設、空調等も含めた利用範囲
を取り決めるものとする。 
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図 想定されるロードヒーティング範囲（オレンジ色の部分） 

 
 

 

Ａ３:1/1,200 

Ｎ 

熱回収率 10％の場合（約 930ｍ2） 

熱回収率 30％の場合（約 3,400ｍ2） ＋ 


